
資料１ 

令和７年度 加古川市地域防災計画 主な修正内容 

と き      

 

１ 風水害対策編、地震対策編の統合         【参考資料１】Ｐ１～３ 

  風水害対策編と地震対策編において多数の内容が重複していたため、両編を統合し、内容の 

一元化を図る。 

 

２ 法改正や国・県の動きを受けた修正 

① 緊急通行車両標章の事前交付           【参考資料２】Ｐ１ 

  国・県の防災計画の修正に基づき、災害応急対策に従事する指定行政機関等の車両は、災害 

発生前でも緊急通行車両の確認を受け、標章と緊急通行車両確認証明書の事前交付を受けられ

る旨の修正を行う。 

 

② 応援・受援体制の整備              【参考資料３】Ｐ１ 

令和６年能登半島地震を踏まえた国・県の防災計画の修正に基づき、本市計画においても応

援・受援体制の整備について明記する。 

 

③ 保健医療・福祉支援の強化            【参考資料４】Ｐ１ 

令和６年能登半島地震を踏まえた国・県の防災計画の修正に基づき、本市計画においても巡

回栄養相談の実施について、県及び栄養士会災害支援チーム（ＪＤＡ－ＤＡＴ）等関係団体

との連携について明記する。 

 

④ 緊急・物資輸送体制の整備            【参考資料５】Ｐ１ 

  令和６年能登半島地震を踏まえた国・県の防災計画の修正に基づき、本市計画においても、

道路復旧時の生活インフラ事業者等との連携、および物資輸送・拠点運営に係る運送事業者

との連携強化を明記する。 

 

⑤ 災害対応における性的マイノリティへの配慮    【参考資料６】Ｐ１ 

  県の防災計画の修正に基づき、災害時における多様性に配慮した取り組みについて、必要な

修正を行う。 

 

⑥ 在宅避難者・車中泊避難者の支援         【参考資料７】Ｐ１ 

  国・県の防災計画の修正に基づき、災害関連死を防止するため、避難所外被災者の状況把握 

に関して必要な修正を行う。 
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３ 関係機関の事務に係る修正             【参考資料８】Ｐ１～７ 

神戸地方気象台に加古川市地域防災計画を確認いただいたうえで、修正の意見をいただいた

部分について修正を行う。 

上記のほか、地域防災計画に関係する機関がその分掌事務について行う防災体制の修正、数

値等の時点修正及びその他の修正を行う。 

 

４ 災害協定等の新規締結  

令和６年度：９件 

（１）物資の供給等 

   ア：一般社団法人兵庫県レンタカー協会（車両の貸渡） 

   イ：一般社団法人日本ムービングハウス協会、株式会社ＳＩＣ（応急仮設住宅の供給） 

   ウ：エープライド株式会社（災害用トイレ等の供給） 

   エ：スギホールディングス株式会社（物資の調達） 

（２）福祉避難所 

   ア：社会福祉法人松波福祉会（パラディさつき苑） 

   イ：社会医療法人社団順心会（介護老人保健施設 加古川白寿苑） 

（３）その他 

   ア：兵庫県弁護士会（被災者支援のための連携協力） 

   イ：兵庫県司法書士会（被災者支援のための連携協力） 

   ウ：三井住友海上火災保険株式会社（損害調査結果の提供及び利用） 

  



資料１ 

令和７年度 加古川市水防計画 主な修正内容 

 

【修正主旨】 

 関係機関が水防計画に係る項目の見直しを図ったため、内容を修正するもの。 

 

【修正箇所】  

１ 第５章 水防要員の配置      【参考資料９】Ｐ１ 

  要員数を一部改める。 

 

２ 第６章 警戒を要する箇所     【参考資料９】Ｐ１～３ 

  ため池巡回点検により、健全度総合評価に見直しがあったため、一部の要監視ため池を修正

する。 

 

３ 第８章 情報連絡及び水防通信   【参考資料９】Ｐ４～７ 

  気象庁の記載内容に表現を合わせる。 

 

４ 付録の修正 

時点修正や文言整理などを行う。 
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参考資料１ 

１ 風水害対策編、地震対策編の統合 
※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 

項 風水害対策編 地震対策編 

１

～

２ 

 
 

 
 

共通事項・重複箇所 
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参考資料１ 

１ 風水害対策編、地震対策編の統合 
 

 

第１章 計画の趣旨 

 

第１節 計画の目的 

 この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき、本

市の地域における災害に関わる本市の処理すべき業務内容に関し、市民の積極的な協力

とあわせ、関係機関の協力業務を含めて総合的かつ計画的な対策を定め、効果的な防災

行政の推進を図ることにより、市民の生命、身体及び財産を災害から守るとともに災害

による被害を軽減することを目的とする。  

 

第２節 計画の位置づけと構成 

 この計画は、本市域における災害に対する基本的な対応策として、加古川市防災会議

が定める災害対策計画である。  

本計画は、災害に関して、市、県、各防災関係機関、関係団体や市民の役割と責任を

明らかにするとともに、それぞれが行う各種の防災活動の指針を示すものである。  

 

１  他の計画等との関係  

（１）  国、県の防災計画  

本計画は、国の防災基本計画及び兵庫県の地域防災計画等他の防災関係計画と

の関連、整合に配慮したものである。  

（２）  市の各部局及び防災関係機関の定めるマニュアル  

本計画に基づく防災上の諸活動に当たって必要と認められる細部の事項につい

ては、マニュアルとして災害対策本部の各班及び各防災関係機関が定めるものと

する。  

 

【風水害】  【地震】  

（３）  水防計画  

本計画に定める風水害対策につ

いては、加古川市水防計画との関

連、整合に配慮したものである。  

 

（３）  地震防災緊急事業五箇年計画  

地震防災対策特別措置法（平成７年法

律第 111 号）に基づき定められた「地震

防災緊急事業五箇年計画」の定めるとこ

ろにより国の補助を得ながら整備する。 

（４） 兵庫県石油コンビナート等防災計画  

   東播磨臨海工業地帯における防災対

策については、「石油コンビナート等災

害防止法」に基づく「兵庫県石油コンビ

ナート等防災計画」によるものとする。 
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参考資料１ 

 

２  計画の構成及び内容  

（１）  総則  

この計画の方針、目的等計画の基本方針を定める。  

（２）  災害予防計画  

災害の発生を未然に防止し、または被害を最小限にとどめるために必要な防災基

盤の整備、災害応急対策への備えの充実、地域防災力の向上等について定める。  

【風水害】  【地震】  

（３）  災害応急対策計画  

風水害による災害が発生するおそれ

がある場合、又は発生した場合に災害

の発生を防御し、応急復旧の終了に至

るまでの間において、本市及び防災関

係機関が行うべき災害応急活動の展開

等について定める。  

（３）  災害応急対策計画  

地震災害発生直後から、応急復旧の

終了に至るまでの間において、本市及

び防災関係機関が行うべき災害応急

活動の展開等について定める。  

（４）  災害復旧計画  

市民の生活の安定のための緊急措置、公共施設の災害復旧等について定める。  

 

 【地震】  

 （５） 南海トラフ地震防災対策推進計画  

 南海トラフ地震防災対策推進地域  

の指定を受け、南海トラフ地震に伴い  

発生する津波からの防護及び円滑な  

避難の確保に関する事項、南海トラフ  

地震に関し地震防災上緊急に整備す  

べき施設等に関する事項等を定める。 

 

３  その他  

（１） 加古川市防災会議は、毎年定期的にこの計画の内容についての検討を行い、必要

と認めるときはその都度すみやかに修正する。  

（２） 市は、防災会議委員の任命など、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現

場における女性や高齢者、障がい者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多

様な視点を取り入れるよう努めるものとする。  

（３） 市は、加古川市の全職員、防災に関する主要な施設の管理者及びその他防災関係

機関に周知徹底を行い、このうち特に必要と認めるものについては市民に十分に周

知するものとする。  
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参考資料２ 

２ 法改正や国・県の動きを受けた修正 

① 緊急通行車両確認標章等の事前交付 

※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 

 

修正対象 
現行 修正案 変更理由 

 項 

風
水
害
対
策
編 

89 

第３編 災害応急対策計画 

第１１章 交通・輸送対策 

第１節 交通の確保対策の実施 

１ 交通規制及び道路交通の確保対策 

（１）～（３）  （略） 

（４） 緊急通行（輸送）車両の事前届出 

  ① 市は、保有する車両のうち、緊急通行（輸送）を行うために使用する必要がある車両に

ついては、事前に県公安委員会に対し、緊急通行（輸送）車両であることの確認申請を行

う必要がある。 

  （追加） 

   

 

② 緊急通行（輸送）車両であることが確認された場合は、届出済証が交付されるので、災

害時には最寄りの警察署又は検問所でこれを提示すると、標章及び確認証明書が交付され

る。 

  ③ 通行が禁止又は制限されている道路を通行するときは、この標章を当該車両の前面の見

やすい場所に掲示する。 

第３編 災害応急対策計画 

第１１章 交通・輸送対策 

第１節 交通の確保対策の実施 

１ 交通規制及び道路交通の確保対策 

（１）～（３）  （略） 

（４） 緊急通行（輸送）車両の事前届出 

  ① 市は、保有する車両のうち、緊急通行（輸送）を行うために使用する必要がある車両に

ついては、事前に県公安委員会に対し、緊急通行（輸送）車両であることの確認申請を行

う必要がある。 

  ② 市は、輸送協定等を締結している団体に対して、県警察本部（交通規制課）及び兵庫県

危機管理部（災害対策課）よりあらかじめ緊急通行車両確認標章等の交付を受けることが

できることについて、周知及び普及を図る。 

  ③ 緊急通行（輸送）車両であることが確認された場合は、届出済証が交付されるので、災

害時には最寄りの警察署又は検問所でこれを提示すると、標章及び確認証明書が交付され

る。 

  ④ 通行が禁止又は制限されている道路を通行するときは、この標章を当該車両の前面

の見やすい場所に掲示する。 

防災基本計画 

及び兵庫県地 

域防災計画の 

改定に伴う修 

正 

地
震
対
策
編 

87 
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参考資料３ 

２ 法改正や国・県の動きを受けた修正 

③ 応援・受援体制の整備に関する修正 

※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 

 

修正対象 
現行 修正案 変更理由 

 項 

風
水
害
対
策
編 

21 

第７章 他市との応援協力及び防災関係機関との連携 

第１節 広域的防災体制の整備【加古川市】 

１ 相互応援協定の充実（関係部局） 

（１）～（５） （略） 

（追加） 

第７章 他市との応援協力及び防災関係機関との連携 

第１節 広域的防災体制の整備【加古川市】 

１ 相互応援協定の充実（関係部局） 

（１）～（５） （略） 

（６） 市は、応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合も想定して、応援職員等に対

して紹介できる、ホテル、旅館、避難所に指定されていない公共施設など仮設の拠点や車

両を設置できる空き地など宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努める。 

（７） 市は、応援職員の派遣にあたっては、職員が、職員が現地において自活できるよう

な資機材や装備品等を携帯させるよう留意し、派遣職員の健康管理やマスク着用等の感染

防止対策を徹底する。 

防災基本計画 

及び兵庫県地 

域防災計画の 

改定に伴う修 

正 

地
震
対
策
編 

22 
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参考資料４ 

１ 法改正や国・県の動きを受けた修正 

④ 保健医療・福祉支援の強化 

※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 

 

修正対象 
現行 修正案 変更理由 

 項 

風
水
害
対
策
編 

105 

第３編 災害応急対策計画 

第１２章 遺体対応、保健衛生及び感染症対策 

第１節～第３節 （略） 

第４節 保健衛生計画 

 被災地、特に避難場所においては、生活環境の激変にともない被災者が心身双方の健康に不調

を来す可能性が高いため、常に良好な衛生状態を保つように努めるとともに、健康状態を十分把

握し、必要に応じ救護所等を設ける。 

実施担当 実 施 内 容 

災害対策本部 

援護部 

救護部 

保健師・栄養士 

 健康相談及び栄養相談の実施に関すること 

加古川健康福祉事務所  精神保健医療対策に関すること 

 

１ 健康相談等 

（１） （略） 

（２） 巡回栄養相談の実施 

① 援護部・救護部は、避難所、仮設住宅、給食施設等を巡回し、被災者の栄養状況を把握

し、早期に栄養状態を改善するため栄養士による巡回栄養相談等を実施する。 

② 援護部・救護部は、避難所解消後においても被災者の食の自立が困難である場合には、

巡回栄養相談を継続するとともに、小グループ単位において栄養健康教育を実施するな

ど、被災者の栄養のバランスの適正化を支援する。 

③ 援護部・救護部は、巡回栄養相談の実施にあたり、県と連携して要配慮者をはじめ、被

災者の栄養状態を把握する。 

 

第３編 災害応急対策計画 

第１２章 遺体対応、保健衛生及び感染症対策 

第１節～第３節 （略） 

第４節 保健衛生計画 

 被災地、特に避難場所においては、生活環境の激変にともない被災者が心身双方の健康に不調

を来す可能性が高いため、常に良好な衛生状態を保つように努めるとともに、健康状態を十分把

握し、必要に応じ救護所等を設ける。 

実施担当 実 施 内 容 

災害対策本部 

援護部 

救護部 

保健師・栄養士 

 健康相談及び栄養相談の実施に関すること 

加古川健康福祉事務所  精神保健医療対策に関すること 

 

１ 健康相談等 

（１） （略） 

（２） 巡回栄養相談の実施 

① 援護部・救護部は、避難所、仮設住宅、給食施設等を巡回し、被災者の栄養状況を把握

し、早期に栄養状態を改善するため栄養士による巡回栄養相談等を実施する。 

② 援護部・救護部は、避難所解消後においても被災者の食の自立が困難である場合には、

巡回栄養相談を継続するとともに、小グループ単位において栄養健康教育を実施するな

ど、被災者の栄養のバランスの適正化を支援する。 

③ 援護部・救護部は、巡回栄養相談の実施にあたり、県及び栄養士会災害支援チーム（Ｊ

ＤＡ－ＤＡＴ）等関係団体と連携して要配慮者をはじめ、被災者の栄養状態を把握する。 

 

防災基本計画 

及び兵庫県地 

域防災計画の 

改定に伴う修 

正 

地
震
対
策
編 

102 
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参考資料５ 

２ 法改正や国・県の動きを受けた修正 

④ 緊急輸送体制の整備 

※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 

 

修正対象 
現行 修正案 変更理由 

 項 

風
水
害
対
策
編 

11 

第２編 災害予防計画 

第３章 交通関係施設の整備 

第１節 緊急輸送道路及び輸送拠点の整備 

１ 緊急輸送道路ネットワークの設定 

兵庫県は、災害発生後、救助・救急・医療・消火活動を迅速に行うため、また、被災者に緊

急物資を供給するため、あらかじめ緊急輸送道路を定める。 

（１） 緊急輸送道路ネットワークの形成 

兵庫県は、道路状況や防災拠点等に、緊急時に円滑で効率的な輸送体制を確保でき 

   るよう、緊急輸送道路ネットワークの整備を図り、代替路の設定などと併せ、大規模 

   災害発生時の輸送手段の確保に努めることとする。 

（２） 維持管理 

道路管理者は、緊急輸送道路について、日頃から整備・点検に努めるとともに、 

災害発生時に万一被災した場合には、特に迅速な復旧に努めることとする。 

（３） 通行の確保 

兵庫県は、県外からの救援物資等を市区町ごとに定めた地域防災拠点等に輸送し、 

また、被災者を救助し災害拠点病院等に搬送するため、緊急輸送道路ネットワークに 

基づき、県内いずれかの地点で災害が発生した場合でも、迅速に物資輸送や救援活動 

ができるよう、その通行確保に努めることとする。 

 

 

（追加） 

第２編 災害予防計画 

第３章 交通関係施設の整備 

第１節 緊急輸送道路及び輸送拠点の整備 

１ 緊急輸送道路ネットワークの設定 

兵庫県は、災害発生後、救助・救急・医療・消火活動を迅速に行うため、また、被災者に緊

急物資を供給するため、あらかじめ緊急輸送道路を定める。 

（１） 緊急輸送道路ネットワークの形成 

兵庫県は、道路状況や防災拠点等に、緊急時に円滑で効率的な輸送体制を確保でき 

   るよう、緊急輸送道路ネットワークの整備を図り、代替路の設定などと併せ、大規模 

   災害発生時の輸送手段の確保に努めることとする。 

（２） 維持管理 

道路管理者は、緊急輸送道路について、日頃から整備・点検に努めるとともに、 

災害発生時に万一被災した場合には、生活インフラ事業者・関係機関等と連携強化を図り、

特に迅速な復旧に努めることとする。 

（３） 通行の確保 

兵庫県は、県外からの救援物資等を市区町ごとに定めた地域防災拠点等に輸送し、 

また、被災者を救助し災害拠点病院等に搬送するため、緊急輸送道路ネットワークに 

基づき、県内いずれかの地点で災害が発生した場合でも、迅速に物資輸送や救援活動 

ができるよう、その通行確保に努めることとする。 

２ 輸送拠点の整備 

  兵庫県、市は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援シ

ステムを用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を

速やかに開設し、運営に必要な人員や資機材等を運送事業者等と連携して確保するよう努める

ものとする。また、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、

備蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努めることとする。 
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参考資料６ 

２ 法改正や国・県の動きを受けた修正 

⑤ 災害対応における性的マイノリティへの配慮 

※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 

 

修正対象 
現行 修正案 変更理由 

 項 

風
水
害
対
策
編 

８０

～ 

８２ 

第３編災害応急対策計画 

第１０章 避難収容活動 

第１節 （略） 

第２節 指定緊急避難場所・指定避難所開設及び避難所運営計画 

１～２ （略） 

３ 指定避難所の管理運営 

  各指定避難所において適切な運営管理を行う。この際、指定避難所における情報の伝達、食

料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織の協力が得られるように努

める。 

（１） （略） 

（２） 指定避難所の運営 

    指定避難所の運営は、発災後の初期段階については、避難所担当職員及び施設管理者が

運営を行うこととする。自主防災組織等を中心とした市民組織の体制が整った後は、市民

組織を中心とした自主的な運営に移行することとする。 

    また、避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等、

双方の視点に十分配慮するものとする。特に、更衣室や授乳室の設置など、女性や子育て

家庭のニーズに配慮した避難所運営に努めることとする。 

 

（３）～（４） （略） 

第３編災害応急対策計画 

第１０章 避難収容活動 

第１節 （略） 

第２節 指定緊急避難場所・指定避難所開設及び避難所運営計画 

１～２ （略） 

３ 指定避難所の管理運営 

  各指定避難所において適切な運営管理を行う。この際、指定避難所における情報の伝達、食

料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織の協力が得られるように努

める。 

（１） （略） 

（２） 指定避難所の運営 

    指定避難所の運営は、発災後の初期段階については、避難所担当職員及び施設管理者が

運営を行うこととする。自主防災組織等を中心とした市民組織の体制が整った後は、市民

組織を中心とした自主的な運営に移行することとする。 

    また、避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女及び性的マイノリテ

ィなどの多様な性のニーズの違いや多様な生活者の視点等に十分配慮するものとする。特

に、更衣室や授乳室の設置など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所運営に努め

ることとする。 

（３）～（４） （略） 

防災基本計画 

及び兵庫県地 

域防災計画の 
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正 
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震
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参考資料７ 

２ 法改正や国・県の動きを受けた修正 

⑥ 在宅避難者・車中泊避難者の支援 

※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 

 

修正対象 
現行 修正案 変更理由 

 項 

風
水
害
対
策
編 

83 

【修正箇所１】 

第３編災害応急対策計画 

第１０章 避難収容活動 

第１節 （略） 

第２節 指定緊急避難場所・指定避難所開設及び避難所運営計画 

１～２ （略） 

３ 指定避難所の管理運営 

  各指定避難所において適切な運営管理を行う。この際、指定避難所における情報の伝達、食

料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織の協力が得られるように努

める。 

（１）～（４）（略） 

（追加） 

【修正箇所１】 

第３編災害応急対策計画 

第１０章 避難収容活動 

第１節 （略） 

第２節 指定緊急避難場所・指定避難所開設及び避難所運営計画 

１～２ （略） 

３ 指定避難所の管理運営 

  各指定避難所において適切な運営管理を行う。この際、指定避難所における情報の伝達、食

料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織の協力が得られるように努

める。 

（１）～（４）（略） 

（５） 避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮 

    市は、やむを得ず避難所に滞在することができない被災者数、食料等の必要な物資

数等を集約し、必要に応じ物資の補充等の支援を行うとともに、被災者支援にかかる

情報を避難所以外の場所に滞在する被災者に対しても提供する。 
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参考資料８ 

３ 関係機関の事務にかかる修正 

 神戸地方気象台による修正 

※頁数は、令和６年度加古川市地域防災計画のもの 
修正

対象 
項 現行 修正案 変更理由 

風
水
害
対
策
編 

36

～

48 

第１章 情報の収集・伝達 

第１節 災害情報の収集・連絡 

Ⅰ 気象予警報等の収集・連絡 

１ 気象予警報等の収集・連絡 

気象情報等伝達系統図 

 

 

 

 

２ 収集・連絡する情報の種類 

（１）～（２） （略） 

 

 

 

第１章 情報の収集・伝達 

第１節 災害情報の収集・連絡 

Ⅰ 気象予警報等の収集・連絡（風水害） 

１ 気象予警報等の収集・連絡 

気象警報等伝達系統図 

 

 

２ 収集・連絡する情報の種類 

（１）～（２） （略） 

 

 

 

関係機関

からの意

見に基づ

く修正 
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参考資料８ 

（３） キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 

 

キキクル等の種類と概要 

種  類 概  要 

土砂キキクル 

（大雨警報（土砂災害）の

危険度分布）※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km 

四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。２時間先までの雨

量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新して

おり、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたと

きに、危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命に危険が及ぶ土砂災害が切迫しているか、す

でに発生している可能性が高い状況で、直ちに身の安全を確保する

必要があるとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レ

ベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所から避難する必要があるとさ

れる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

浸水キキクル 

（大雨警報（浸水害）の危

険度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で

１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先ま

での表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、

大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっている

場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を確保する必要

があるとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レ

ベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所から避難する必要があるとさ

れる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

洪水キキクル 

（洪水警報の危険度分 

布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及び

その他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河

川流路を概ね１km ごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先

までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10分ごとに更新しており、

洪水警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的

に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：重大な洪水災害が切迫しているか、すでに発生

（３） キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 

 

キキクル等の種類と概要 

種  類 概  要 

土砂キキクル 

（大雨警報（土砂災害）の

危険度分布）※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km 

四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。２時間先までの雨

量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新して

おり、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたと

きに、危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命に危険が及ぶ土砂災害が切迫しているか、す

でに発生している可能性が高い状況で、直ちに身の安全を確保する

必要があるとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要があるとされる警戒

レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所から避難する必要があると

される警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

浸水キキクル 

（大雨警報（浸水害）の危

険度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で

１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先ま

での表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、

大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっている

場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を確保する必

要があるとされる警戒レベル５に相当。 

（削除） 

 

 

 

 

 

洪水キキクル 

（洪水警報の危険度分 

布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及び

その他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河

川流路を概ね１km ごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先

までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新してお

り、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を

面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：重大な洪水災害が切迫しているか、すでに発生

関係機関

からの意

見に基づ

く修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和７年度 加古川市地域防災計画 主な修正内容 

 3 / 7 
 

参考資料８ 

している可能性が高い状況で、直ちに身の安全を確保する必要があ

るとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レ

ベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所から避難する必要があるとさ

れる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

流域雨量指数の予測値 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及び

その他河川）の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危

険度の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危

険度を色分けした時系列で示す情報。 

６時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を用いて常時

10 分ごとに更新している。 

（４） 早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日から翌日

にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（南部）で、２日先から

５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位で発表される。大雨に

関して、明日までの期間に［高］又は［中］が予想されている場合は、災害への心構えを高め

る必要があることを示す警戒レベル１である。 

 

（５）～（６）  （略） 

 

（７） 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中の二次細分区域（市町）において、キキクルの「非常に危険」（紫）が出現

し、かつ数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が観測(地上の雨量

計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)されたときに、気

象庁から発表される。この情報が発表されたときは、土砂災害及び、低地の浸水や中小河川

の増水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災

害発生の危険度が高まっている場所をキキクルで確認する必要がある。 

（８） 竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかけ

る情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやすい気

象状況になっているときに、一次細分区域単位（南部、北部）で発表される。なお、実際に危

険度が高まっている場所については竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更

なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を付加した情報が一次細

分区域単位（南部、北部）で発表される。 

している可能性が高い状況で、直ちに身の安全を確保する必要があ

るとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要があるとされる警戒

レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所から避難する必要があると

される警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

流域雨量指数の予測値 各河川の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危険度（大

河川においては、その支川や下水道の氾濫などの「湛水型内水氾濫」

の危険度）の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応

じて危険度を色分けした時系列で示す情報。 

６時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を用いて常時

10 分ごとに更新している。 

（４） 早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日から翌日

にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（南部）で、２日先から

５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位で発表される。大雨、

高潮に関して、［高］又は［中］が予想されている場合は、災害への心構えを高める必要があ

ることを示す警戒レベル１である。 

 

（５）～（６）  （略） 

 

（７） 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が観測

(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)さ

れ、かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に、気象庁から発表

される。この情報が発表されたときは、土砂災害及び、低地の浸水や中小河川の増水・氾濫

による災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険

度が高まっている場所をキキクルで確認する必要がある。 

（８） 竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかけ

る情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやすい気

象状況になっているときに、天気予報の対象地域と同じ発表単位（南部）で気象庁から発表

される。なお、実際に危険度が高まっている場所については竜巻発生確度ナウキャストで確

認することができる。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更

なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を付加した情報が天気予

関係機関

からの意

見に基づ

く修正 
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この情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

 

 

（９） （略） 

  

（10） 河川情報等 

① 指定河川の洪水予報 

加古川は洪水予報河川に指定されており、洪水のおそれがあると認められるときに、「指定

河川洪水予報」を国土交通省姫路河川国道事務所と神戸地方気象台が共同で発表する。 

また、令和２年３月にとりまとめられた河川・気象情報の改善に関する検証報告書に基づ

き、大雨特別警報の警報等への切替時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高くなると予測し

た場合には、臨時の指定河川洪水予報を発表する。この情報は、府県気象情報として発表す

る。 

種 類 標 題 概  要 

洪水警報 

氾濫発生情報 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表

される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等

が必要となる。災害がすでに発生している状況であり、

命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確保する

必要があるとされる警戒レベル５に相当。 

氾濫危険情報 

急激な水位上昇によりまもなく氾濫危険水位 

を超えさらに水位の上昇が見込まれるとき、 

氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位以上の状

態が継続しているときに発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫

発生に対する対応を求める段階であり、避難指示の発令

の判断の参考とする。 

危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベ

ル４に相当。 

氾濫警戒情報 

氾濫危険水位に達すると見込まれるとき、避難判断水

位に達し更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫危険

情報を発表中に氾濫危険水位を下回ったとき（避難判

断水位を下回った場合を除く）、避難判断水位を超え

る状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性がな

くなった場合を除く）に発表される。高齢者等避難の

発令の判断の参考とする。高齢者等が危険な場所から

避難する必要があるとされる警戒レベル３に相当。  

洪水注意報 氾濫注意情報 氾濫注意水位に到達し更に水位の上昇が見込まれると

報の対象地域と同じ発表単位（南部）で発表される。 

この情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

 

（９） （略） 

 

（10） 河川情報等 

① 指定河川の洪水予報 

加古川は洪水予報河川に指定されており、洪水のおそれがあると認められるときに、「指定

河川洪水予報」を国土交通省姫路河川国道事務所と神戸地方気象台が共同で発表する。 

また、令和２年３月にとりまとめられた河川・気象情報の改善に関する検証報告書に基づ

き、大雨特別警報の警報等への切替時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高くなると予測し

た場合には、臨時の指定河川洪水予報を発表する。 

 

種 類 標 題 概  要 

洪水警報 

氾濫発生情報 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表

される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等

が必要となる。災害がすでに発生している状況であ

り、命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確保

する必要があるとされる警戒レベル５に相当。 

氾濫危険情報 

急激な水位上昇によりまもなく氾濫危険水位 

を超えさらに水位の上昇が見込まれるとき、 

氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位を超える

状態が継続しているときに発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾

濫発生に対する対応を求める段階であり、避難指示の

発令の判断の参考とする。 

危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベ

ル４に相当。 

氾濫警戒情報 

氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき、避難判断

水位に到達し更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫

危険情報を発表中に氾濫危険水位を下回ったとき（避

難判断水位を下回った場合を除く）、避難判断水位を

超える状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性

がなくなった場合を除く）に発表される。高齢者等避

難の発令の判断の参考とする。高齢者等が危険な場所

から避難する必要があるとされる警戒レベル３に相

当。 

関係機関

からの意

見に基づ

く修正 
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き、氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の状態

が継続しているとき、避難判断水位に達したが水位の

上昇が見込まれないときに発表される。 

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に

備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２に相当。 

 

②～③ （略） 

 

（11） 基準地点及び基準水位 

① 洪水予報指定河川                           単位 ｍ   

河川名 観測所 水防団待機水位 氾濫注意水位 避難判断水位 氾濫危険水位 

氾濫する

可能性の

ある水位 

氾濫開始相当水位 

(参考値) 

加古川 
板波 2.00 3.50 4.20 5.00 6.10 － 

国包 1.50 2.50 4.30 4.70 6.76 (7.64) 

 

②～③ （略） 

 

洪水 

注意報 
氾濫注意情報 

氾濫注意水位に到達し更に水位の上昇が見込まれると

き、氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の状態

が継続しているとき、避難判断水位に到達したが水位

の上昇が見込まれないときに発表される。 

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に

備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２に相当。 

 

②～③ （略） 

 

（11） 基準地点及び基準水位 

① 洪水予報指定河川                            単位 ｍ 

河川名 観測所 水防団待機水位 氾濫注意水位 避難判断水位 氾濫危険水位 

氾濫する可

能性のある

水位 

氾濫開始相当水位 

(参考値) 

加古川 
板波 2.00 3.50 4.20 5.00 5.41 － 

国包 1.50 2.50 4.30 4.70 7.57 (7.64) 

 

②～③ （略） 

 

地
震
対
策
編 

38

～

47 

第１章 情報の収集・伝達 

第１節 災害情報の収集・連絡 

Ⅰ 地震情報等の収集・連絡 

１ 情報の収集・連絡系統 

津波警報等伝達系統図 

 

第１章 情報の収集・伝達 

第１節 災害情報の収集・連絡 

Ⅱ 地震情報等の収集・連絡（地震） 

１ 情報の収集・連絡系統 

津波警報等伝達系統図 

関係機関

からの意

見に基づ

く修正 
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123 

第５章 南海トラフ沿いにおける地震の連続発生等への対応 

第１節 気象庁の南海トラフ地震臨時情報の発表 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中） 

（略） 

 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界で M8.0 以上の地震が発生したと評価が出され

た場合、後発地震の発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まっている旨を示す情報 

 

 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界で、M7.0 以上 M8.0 未満又はプレート境界以外

や想定震源域の海溝軸外側 50km程度までの範囲で M7.0以上の地震（ただし、太平洋プレートの

沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生若しくは、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレ

ート境界面で通常と異なるゆっくりすべりが観測されたと評価した場合、後発地震の発生の可能

第５章 南海トラフ沿いにおける地震の連続発生等への対応 

第１節 気象庁の南海トラフ地震臨時情報の発表 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中） 

（略） 

 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でモーメントマグニチュード 8.0 以上の地震

が発生したと評価が出された場合、後発地震の発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まって

いる旨を示す情報 

 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界で、モーメントマグニチュード 7.0以上 8.0未

満又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側 50km 程度までの範囲でモーメントマグニチ

ュード 7.0以上の地震（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発

生若しくは、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりが

関係機関

からの意

見に基づ

く修正 
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性が平常時と比べて相対的に高まっている旨を示す情報 

 

観測されたと評価した場合、後発地震の発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まっている旨

を示す情報 
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参考資料９ 

 
項 現行 修正案 変更理由 

７ 【修正箇所１】 

第５章 水防要員の配置 

２ 消防団活動隊 

 長 要員 備考 

消 防 団 長 1   

消 防 団 長 付 2 21 
代表副団長、女性分団長 

要員（女性分団員 16名、企業連携消防団員 5名） 

活 動 隊 長 4  副団長 

地 区 隊 長 18  分団長 

地 区 副 隊 長 54  副分団長 

分 隊 長 36  部長 

庶 務 班 54 

 

班長は各地区 3名 

情 報 連 絡 班 72 班長は各地区 4名 

監 視 班 72 班長は各地区 4名 

機 動 班 72 班長は各地区 4名 

隊 員  717  

計 385 738  
 

【修正箇所１】 

第５章 水防要員の配置 

２ 消防団活動隊 

 長 要員 備考 

消 防 団 長 1   

消 防 団 長 付 2 21 
代表副団長、女性分団長 

要員（女性分団員 16名、企業連携消防団員 5名） 

活 動 隊 長 4  副団長 

地 区 隊 長 18  分団長 

地 区 副 隊 長 54  副分団長 

分 隊 長 36  部長 

庶 務 班 54 

 

班長は各地区 3名 

情 報 連 絡 班 72 班長は各地区 4名 

監 視 班 72 班長は各地区 4名 

機 動 班 72 班長は各地区 4名 

隊 員  736  

計 385 757  
 

所管課からの

意見に基づく

修正 

10 

～ 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【修正箇所２】 

第６章 警戒を要する箇所 

２ 要監視ため池 

水防地区名 ため池名 
所在地 堤高 堤長 貯水量 

町 字 ｍ ｍ ㎥ 

第４水防地

区 

布池 神野町 神野 5.1 333 82,000 

万才池 神野町 石守 6.5 900 118,000 

野々池 神野町 西条 4.0 400 120,000 

伝平池 神野町 石守 3.2 50 8,000 

半鐘池 神野町 西之山 3.0 30 2,000 

墓所前池 神野町 西之山 3.0 30 2,000 

第５水防地 狐池 野口町 北野 4.4 162 23,000 

【修正箇所２】 

第６章 警戒を要する箇所 

２ 要監視ため池 

水防地区名 ため池名 
所在地 堤高 堤長 貯水量 

町 字 ｍ ｍ ㎥ 

第４水防地

区 

布池 神野町 神野 5.1 333 82,000 

万才池 神野町 石守 6.5 900 118,000 

野々池 神野町 西条 4.0 400 120,000 

伝平池 神野町 石守 3.2 50 8,000 

半鐘池 神野町 西之山 3.0 30 2,000 

墓所前池 神野町 西之山 3.0 30 2,000 

第５水防地 狐池 野口町 北野 4.4 162 23,000 

所管課からの

意見に基づく

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管課からの
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10 

～ 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 

第６水防地

区 

新内池 平岡町 新在家 2.3 293 15,000 

小池 平岡町 高畑 2.0 80 2,000 

皿池 平岡町 土山 2.1 95 4,100 

第７水防地

区 

三ツ池 平岡町 一色 3.4 307 24,000 

新池 平岡町 山之上 2.3 70 5,100 

第９水防地

区 
皿池 別府町 別府 2.4 408 13,000 

第 10水防

地区 
谷郷池 八幡町 下村 10.0 100 30,000 

第 11水防

地区 

イバラ池上池 平荘町 磐 7.6 112 19,000 

（追加） 

新池ノ下池 平荘町 磐 5.8 49 7,000 

村池 平荘町 磐 2.3 37 1,000 

長池 平荘町 里 5.3 234 31,000 

赤坂上池 平荘町 小畑 2.4 130 8,000 

新池 平荘町 上原 7.0 40 36,000 

小池西池 平荘町 一本松 1.2 50 1,200 

第 12水防

地区 

岩谷中池 上荘町 井ノ口 3.4 47 16,000 

真珠池 上荘町 井ノ口 6.2 60 15,000 

新池 上荘町 見土呂 4.8 60 31,000 

塔ノ池 上荘町 見土呂 9.7 77 320,000 

岩谷上池 上荘町 井ノ口 4.0 36 4,000 

五斗池 上荘町 井ノ口 3.0 23 500 

第 14水防

地区 

新櫃池（蓮池） 西神吉町 西村 3.0 263 25,000 

横山池 西神吉町 宮前 3.0 80 7,900 

第 16水防

地区 

深池 志方町 志方町 2.8 65 2,000 

（追加） 

上二子池 志方町 志方町 4.4 306 36,000 

上の池 志方町 西飯坂 4.1 120 58,000 

古宮奥ノ池 志方町 西飯坂 4.0 27 1,000 

天神右池 志方町 西飯坂 1.0 7 1,000 

第 17水防

地区 

室間下の池 志方町 大沢 2.8 62 3,000 

蓮池上池 志方町 大沢 1.8 53 500 

上沼池 志方町 高畑 1.6 20 1,000 

下の丸池 志方町 高畑 1.7 38 1,000 

丸池 志方町 高畑 1.5 26 1,000 

区 

第６水防地

区 

新内池 平岡町 新在家 2.3 293 15,000 

小池 平岡町 高畑 2.0 80 2,000 

皿池 平岡町 土山 2.1 95 4,100 

第７水防地

区 

三ツ池 平岡町 一色 3.4 307 24,000 

新池 平岡町 山之上 2.3 70 5,100 

第９水防地

区 
皿池 別府町 別府 2.4 408 13,000 

第 10水防

地区 
谷郷池 八幡町 下村 10.0 100 30,000 

第 11水防

地区 

イバラ池上池 平荘町 磐 7.6 112 19,000 

イバラ池下池 平荘町 磐 6.4 101 25,000 

新池ノ下池 平荘町 磐 5.8 49 7,000 

村池 平荘町 磐 2.3 37 1,000 

長池 平荘町 里 5.3 234 31,000 

赤坂上池 平荘町 小畑 2.4 130 8,000 

新池 平荘町 上原 7.0 40 36,000 

小池西池 平荘町 一本松 1.2 50 1,200 

第 12水防

地区 

岩谷中池 上荘町 井ノ口 3.4 47 16,000 

真珠池 上荘町 井ノ口 6.2 60 15,000 

新池 上荘町 見土呂 4.8 60 31,000 

塔ノ池 上荘町 見土呂 9.7 77 320,000 

岩谷上池 上荘町 井ノ口 4.0 36 4,000 

五斗池 上荘町 井ノ口 3.0 23 500 

第 14水防

地区 

新櫃池（蓮池） 西神吉町 西村 3.0 263 25,000 

横山池 西神吉町 宮前 3.0 80 7,900 

第 16水防

地区 

深池 志方町 志方町 2.8 65 2,000 

大池 志方町 志方町 5.7 120 19,000 

上二子池 志方町 志方町 4.4 306 36,000 

上の池 志方町 西飯坂 4.1 120 58,000 

古宮奥ノ池 志方町 西飯坂 4.0 27 1,000 

天神右池 志方町 西飯坂 1.0 7 1,000 

第 17水防

地区 

室間下の池 志方町 大沢 2.8 62 3,000 

蓮池上池 志方町 大沢 1.8 53 500 

上沼池 志方町 高畑 1.6 20 1,000 

下の丸池 志方町 高畑 1.7 38 1,000 

丸池 志方町 高畑 1.5 26 1,000 

意見に基づく

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管課からの
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10 

～ 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

新池 志方町 大宗 5.1 75 4,000 

上の池 志方町 広尾 6.1 150 80,000 

長池 志方町 広尾 4.8 254 78,000 

六万池 志方町 畑 5.4 69 12,000 

下岩谷池 志方町 畑 1.7 13 1,000 

菖蒲池（河池） 志方町 行常 4.8 60 14,000 

菖蒲池（井出池） 志方町 行常 2.9 40 4,000 

奥の池 志方町 行常 3.4 29 700 

下大歳池 志方町 行常 3.7 37 800 

上大歳池 志方町 行常 2.6 30 1,000 

蓮池 志方町 行常 1.8 53 500 

第 17水防

地区 

東門新池 志方町 行常 3.8 90 4,000 

七ツヶ谷池 志方町 行常 14.1 91 126,000 

コモ池 志方町 行常 3.7 36 700 

池寺池 志方町 東飯坂 6.1 100 28,000 

樋枝池 志方町 畑 9.8 141 40,000 

小女上池 志方町 行常 3.7 29 1,000 

白藻池 志方町 行常 3.0 55 700 

小女西池 志方町 行常 2.5 34 1,300 

小女中池 志方町 行常 3.3 25 900 

奥谷池 志方町 畑 2.8 12 1,000 

西ノ池 志方町 行常 1.3 34 1,000 

玉田池 志方町 東中 1.2 35 900 

第 18水防

地区 

峠の池 志方町 横大路 3.6 135 26,000 

古池 志方町 西山 3.0 154 8,000 

カヤ池 志方町 西山 3.7 152 3,900 

長池 志方町 西山 3.2 165 5,000 

岡の池 志方町 原 4.2 137 11,000 

大池 志方町 原 8.0 285 246,000 

（追加） 

牛谷池 志方町 山中 6.8 90 16,000 

牛谷上池 志方町 山中 5.9 105 7,000 

堂ヶ谷新池 志方町 山中 11.0 116 43,000 

梅の池 志方町 横大路 2.6 48.0 800 
 

新池 志方町 大宗 5.1 75 4,000 

（削除） 

長池 志方町 広尾 4.8 254 78,000 

六万池 志方町 畑 5.4 69 12,000 

下岩谷池 志方町 畑 1.7 13 1,000 

菖蒲池（河池） 志方町 行常 4.8 60 14,000 

菖蒲池（井出池） 志方町 行常 2.9 40 4,000 

奥の池 志方町 行常 3.4 29 700 

下大歳池 志方町 行常 3.7 37 800 

上大歳池 志方町 行常 2.6 30 1,000 

蓮池 志方町 行常 1.8 53 500 

第 17水防

地区 

東門新池 志方町 行常 3.8 90 4,000 

七ツヶ谷池 志方町 行常 14.1 91 126,000 

コモ池 志方町 行常 3.7 36 700 

池寺池 志方町 東飯坂 6.1 100 28,000 

樋枝池 志方町 畑 9.8 141 40,000 

小女上池 志方町 行常 3.7 29 1,000 

白藻池 志方町 行常 3.0 55 700 

小女西池 志方町 行常 2.5 34 1,300 

小女中池 志方町 行常 3.3 25 900 

奥谷池 志方町 畑 2.8 12 1,000 

西ノ池 志方町 行常 1.3 34 1,000 

玉田池 志方町 東中 1.2 35 900 

第 18水防

地区 

峠の池 志方町 横大路 3.6 135 26,000 

（削除） 

カヤ池 志方町 西山 3.7 152 3,900 

長池 志方町 西山 3.2 165 5,000 

岡の池 志方町 原 4.2 137 11,000 

大池 志方町 原 8.0 285 246,000 

入住池（上の池） 志方町 原 5.1 50 3,000 

牛谷池 志方町 山中 6.8 90 16,000 

牛谷上池 志方町 山中 5.9 105 7,000 

堂ヶ谷新池 志方町 山中 11.0 116 43,000 

梅の池 志方町 横大路 2.6 48.0 800 
 

意見に基づく

修正 
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15 

～ 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【修正箇所３】 

第８章情報連絡及び水防通信 

１情報連絡  

（１）気象台が発表する注意報、警報等 

    （略） 

津波を除く注意報、警報等の伝達経路（兵庫県石油コンビナート等防災計画による） 

 

 

（２）気象台が発表する津波に関する予報、注意報、警報等 

    神戸地方気象台から発表される津波に関する予報等の種類及び発表基準は、次のとおり

とする。 

ア 種類（略） 

 

イ 発表基準及び発表される津波の高さ 

津波予報 

種  類 発   表   基   準 

津波予報 

津波が予想されないとき（地震情報に含めて発表） 

0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき（津波に関するその他の情報に含

めて発表） 

津波注意報解除後も海面変動が継続するとき（津波に関するその他の情

報に含めて発表） 

 

 津波注意報、警報等（略） 

 

（３）津波における留意事項 

【修正箇所３】 

第８章情報連絡及び水防通信 

１情報連絡  

（１）気象台が発表する注意報、警報等 

    （略） 

津波を除く注意報、警報等の伝達経路 

 

（２）気象台が発表する津波に関する予報、注意報、警報等 

    神戸地方気象台から発表される津波に関する予報等の種類及び発表基準は、次のとおりと

する。 

ア 種類（略） 

 

イ 発表基準及び発表される津波の高さ 

津波予報 

種  類 発   表   基   準 

津波予報 

津波が予想されないとき（地震情報に含めて発表） 

0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき 

津波注意報解除後も海面変動が継続するとき 

 

 

 

 津波注意報、警報等（略） 

 

（３）津波における留意事項 

関係機関から

の意見に基づ

く修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神 戸 地 方 気 象 台

兵 庫 県 災 害 対 策 課

加 古 川 市 消 防 本 部

高砂市消防本部、播磨町、代表事業所

加 古 川 市 水 防 本 部



令和７年度水防計画 新旧対照表 

 5 / 7 
 

参考資料９ 

 

 

（略） 

 

津波予報、注意報、警報等の伝達経路（兵庫県石油コンビナート等防災計画による） 

 

 

 

（４）洪水予報 

   国土交通省姫路河川国道事務所長及び神戸地方気象台長は、一級河川加古川において洪

水  等により国民経済上重大な被害を生じるおそれがある場合に洪水予報を発表す

る。（水防法第 10 条第２項）また、水防管理者は、地下街、要配慮者利用施設及び大規

模工場等の所有者又は管理者に対し、洪水予報を直接伝達する。（水防法第 15条第２項） 

 

（略） 

 

津波予報、注意報、警報等の伝達経路 

 

（４）洪水予報 

   国土交通省姫路河川国道事務所長及び神戸地方気象台長は、一級河川加古川において洪水 

  等により国民経済上重大な被害を生じるおそれがある場合に洪水予報を発表する。（水防法 

第 10条第２項）また、水防管理者は、地下街、要配慮者利用施設及び大規模工場等の所有 

者又は管理者に対し、洪水予報を直接伝達する。（水防法第 15条第２項） 

 

関係機関から

の意見に基づ

く修正 

 

加 古 川 市 消 防 本 部 加 古 川 市 水 防 本 部

高砂市消防本部、播磨町、代表事業所

加 古 川 警 察 署

兵庫県警察本部（通信指令課）

近 畿 管 区 警 察 局

気　象　庁　本　庁
大 阪 管 区 気 象 台

神 戸 地 方 気 象 台

兵 庫 県 災 害 対 策 課
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洪水予報の種類等と発表基準 

種      類 
発表基準 

区  分 標   題 

「洪水警報

（発表）」又

は「洪水警

報」 

「氾濫発生情報」 ・氾濫が発生したとき 

・氾濫が継続しているとき 

「氾濫危険情報」 ・急激な水位上昇によりまもなく氾濫危険水位を超え、

さらに水位の上昇が見込まれるとき 

・氾濫危険水位に到達したとき 

・氾濫危険水位を超える状態が継続しているとき 

「氾濫警戒情報」 ・氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき 

・避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれ

るとき 

・氾濫危険情報を発表中に、氾濫危険水位を下回ったと

き（避難判断水位を下回った場合を除く） 

・避難判断水位を超える状態が継続しているとき（水位

の上昇の可能性がなくなった場合を除く） 

「洪水注意

報（発表）」

又は「洪水注

意報」 

「氾濫注意情報」 ・氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれ

るとき 

・氾濫注意水位以上で、かつ避難判断水位未満の状態が

継続しているとき 

・避難判断水位に到達したが、水位の上昇が見込まれな

いとき 

「洪水注意

報（警報解

除）」 

「氾濫注意情報

（警戒情報解

除）」 

・氾濫危険情報又は氾濫警戒情報を発表中に、避難判断

水位を下回ったとき（氾濫注意水位を下回った場合を除

く） 

・氾濫警戒情報発表中に、水位の上昇が見込まれなくな

ったとき（氾濫危険水位に達した場合を除く） 

「洪水注意

報解除」 

「氾濫注意情報

解除」 

・氾濫発生情報、氾濫危険情報、氾濫警戒情報又は氾濫

注意情報を発表中に、氾濫注意水位を下回り、氾濫のお

それがなくなったとき 

注意１ 令和２年３月にとりまとめられた河川・気象情報の改善に関する検証報告書に基づ

き、大雨特別警報の警報等への切替時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高くなる

と予測した場合には、臨時の指定河川洪水予報を発表する。この情報は、府県気象

情報として発表する。 

注意２ 堤防の損傷等により、氾濫のおそれが高まったと判断できる場合には、双方が協議

した上で、この表によらずに洪水予報を発表することができる。 

 

（５）～（６）  （略） 

洪水予報の種類等と発表基準 

種      類 
発表基準 

区  分 標   題 

「洪水警報

（発表）」又

は「洪水警

報」 

「氾濫発生情報」 ・氾濫が発生したとき 

・氾濫が継続しているとき 

「氾濫危険情報」 ・急激な水位上昇によりまもなく氾濫危険水位を超え、

さらに水位の上昇が見込まれるとき 

・氾濫危険水位に到達したとき 

・氾濫危険水位を超える状態が継続しているとき 

「氾濫警戒情報」 ・氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき 

・避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれ

るとき 

・氾濫危険情報を発表中に、氾濫危険水位を下回ったと

き（避難判断水位を下回った場合を除く） 

・避難判断水位を超える状態が継続しているとき（水位

の上昇の可能性がなくなった場合を除く） 

「洪水注意

報（発表）」

又は「洪水注

意報」 

「氾濫注意情報」 ・氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれ

るとき 

・氾濫注意水位以上で、かつ避難判断水位未満の状態が

継続しているとき 

・避難判断水位に到達したが、水位の上昇が見込まれな

いとき 

「洪水注意

報（警報解

除）」 

「氾濫注意情報

（警戒情報解

除）」 

・氾濫危険情報又は氾濫警戒情報を発表中に、避難判断

水位を下回ったとき（氾濫注意水位を下回った場合を除

く） 

・氾濫警戒情報発表中に、水位の上昇が見込まれなくな

ったとき（氾濫危険水位に達した場合を除く） 

「洪水注意

報解除」 

「氾濫注意情報

解除」 

・氾濫発生情報、氾濫危険情報、氾濫警戒情報又は氾濫

注意情報を発表中に、氾濫注意水位を下回り、氾濫のお

それがなくなったとき 

注意１ 令和２年３月にとりまとめられた河川・気象情報の改善に関する検証報告書に基づき、 

大雨特別警報の警報等への切替時に、それ以降に河川氾濫の危険性が高くなると予測し 

た場合には、臨時の指定河川洪水予報を発表する。 

注意２ 堤防の損傷等により、氾濫のおそれが高まったと判断できる場合には、双方が協議し 

た上で、この表によらずに洪水予報を発表することができる。 

 

 

（５）～（６）  （略） 



令和７年度水防計画 新旧対照表 

 7 / 7 
 

参考資料９ 

 

（７）基準地点及び基準水位 

洪水予報指定河川                              単位ｍ 

河川名 観測所 
水防団待

機水位 

氾濫注意 

水位 

避難判断 

水位 

氾濫危険 

水位 

氾濫する可

能性のある

水位 

氾濫開始相当水位 

(参考値) 

加古川 
板波 2.00 3.50 4.20 5.00 6.10 

－ 

 

国包 1.50 2.50 4.30 4.70 6.76 (7.64) 
 

（７）基準地点及び基準水位 

洪水予報指定河川                               単位ｍ 

河川名 観測所 
水防団待

機水位 

氾濫注意 

水位 

避難判断 

水位 

氾濫危険 

水位 

氾濫する可

能性のある

水位 

氾濫開始相当水位 

(参考値) 

加古川 
板波 2.00 3.50 4.20 5.00 5.41 

－ 

 

国包 1.50 2.50 4.30 4.70 7.57 (7.64) 
 



 
資料２ 

加古川市の防災に関する取り組みについて 
１１ 市民への自助、共助の推進に関する取組について                  
（１）防災出前講座の実施 

防災に関する理解と関心を深め、防災意識の高揚と地域の防災力向上を図ることを目的に、自

主防災組織などに対して、加古川市総合防災マップや画像等を活用し、市が行う防災対策や、各

個人・家庭でできる災害の備えなどについて防災出前講座を実施した。 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実施回数 36回 27回 89回 85回 92回 101回 

対象人数 2,896人 845人 4,820人 4,688人 6,827人 7,778人 

 

（２）自主防災組織・防災士資格取得の補助制度 

自主防災組織が資機材の購入や防災訓練、講習会等の防災活動に要した経費及び地域で防災活

動を行う意欲のある防災士が資格取得に要した経費の一部に対し補助金を交付した。 

令和７年度は自主防災組織の補助制度を一部拡充し、町内会連合会に加入していないマ

ンション管理組合も補助対象とした。 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

自主防災組織活性

化事業補助件数 
36件 22件 39件 31件 28件 30件 

防災士育成事業 

補助件数 
2件 4件 2件 3件 5件 5件 

 

（３）災害時要配慮者への取組 

避難行動要支援者への避難支援 

避難行動要支援者に対して名簿情報の提供に係る意思確認を行い、情報提供同意者の名簿及び

個別避難支援計画を避難支援等関係者（町内会等）へ提供するとともに、避難行動要支援者支援

制度について啓発を行った。 

 

防災と福祉の連携による個別避難計画作成促進事業の実施 

避難行動要支援者のうち、特に避難に支援を要する者に対し、本市福祉部局及びケアマネジャ

ー等福祉専門職と連携し、令和３年度より個別避難計画を作成している。 

令和６年度には、新たにケアマネジャー等福祉専門職を対象とした研修会を実施し、福祉の専

門職が中心となって計画を作成する体制づくりに取り組んだ。 

この取り組みにより、日程調整などの負担が軽減し、今後さらに計画作成件数の増加を図る。 

作成件数（令和３年度～令和６年度）累計 100件 

  



 
資料２ 

福祉避難所に関する取組の推進 

 令和４年度に「加古川市福祉避難所設置基準及び運営マニュアル」を作成し、令和５年度、令

和６年度に、市と施設が連携し福祉避難所開設訓練を実施した。 

 また、令和６年度は新たに２施設と福祉避難所の指定にかかる協定を締結した。 

 

（４）水害リスクの見える化 

想定浸水深表示板の設置 

   加古川が氾濫した場合に想定される浸水深を生活空間である「まちなか」に表示し、自らが生

活する地域の水害リスクを目に見える形で実感することで、防災意識の向上と浸水深の知識を深

めた。設置場所は市内の浸水想定のある７公民館。 

  

No. 設置場所 想定浸水深表示板（例） 

１ 加古川公民館 

 

２ 加古川西公民館 

３ 加古川北公民館 

４ 氷丘公民館 

５ 尾上公民館 

６ 別府公民館 

７ 両荘公民館（両荘みらい学園） 

 

 

２２ 公助に関する取組について 公助に関する取組について              
（１）各種訓練の実施 

1．加古川市総合防災訓練 

令和６年 10月 27日（日）に市役所前広場で 35機関 230名による訓練を実施し、多数の方に

ご来場いただいた。 

要配慮者を交えた避難訓練やペット避難、被害状況調査などの応急対応訓練のほか、障害物除

去訓練、ライフライン復旧訓練など、大規模な地震の発生を想定した総合的な訓練を市民及び防

災関係機関と連携して実施した。 

令和７年度は 11月２日（日）に市役所前広場で実施予定。 

  



 
資料２ 

2．職員向け防災研修及び訓練 

職員の災害対応力向上のため、以下訓練を実施する。 

項 目 内 容 参加者数 

新規採用職員研修 防災の基礎知識、災害対応の基礎  約 60人 

若手職員対象 水防

訓練 

災害対応の基礎、水防訓練（土のう作成、改良積み土のう

工法等） 
約 50人 

災害時職員対応訓練 
避難所開設訓練、災害対策本部設置訓練、地区支部参集訓

練等、職員参集確認訓練 

約 1,600人 

（延べ人数） 

幹部職員研修 他自治体職員による災害対応経験や教訓 約 100人 

防災機器操作訓練 危機管理情報端末の操作訓練、IP無線通信訓練（月次実施） ‐ 

 

（２）能登半島地震を受けた備蓄品の拡充 

令和６年度に新たに購入した備蓄品 

No. 備蓄品 数量 想定用途等 

１ 間仕切テント 100張 プライバシー確保、感染症等対策 

２ 携帯トイレセット 177,500回分 約１日分の備蓄を約２日分に拡充 

３ 
ウェットティッシュ 

（20枚入り） 
37,200個 衛生対策として使用 

４ 
ウェットタオル 

（1枚入り） 
37,200本 入浴の代替として使用 

５ カイロ 10,800個 寒さ対策として使用 

６ 瞬間冷却剤 10,800個 熱中症対策として使用 

７ 
2WAY式発電機 

（カセットボンベ、ガソリン） 
72台 停電時の照明器具等に使用 

８ 防犯ブザー 350個 女性トイレへの設置、体調不良者への配付 

 

３３ その他お知らせについて その他お知らせについて                
加古川市防災ポータルサイト 

災害時のさまざまな情報をひとつに集約した「加古川市防災ポータル」を令和５年６月１日に開

設し、運用しています。平常時には災害に関する備えの情報を「自助」「共助」「公助」に分けて確

認できます。災害時には避難所情報や雨量などの情報を一元的に確認できます。 


